
JP 2013-502888 A 2013.1.24

(57)【要約】
　グループサイズ情報を、割り当て高度ＭＡＰ送信制御
信号伝達の形態で、基地局から移動局に配信してよい。
信号伝達制御情報は、１／２、１／４等の符号レートに
基づいてグループのサイズを示すテーブルを利用して、
移動局等の局に送信することができる。無駄は、局のデ
ータ送信用に、データリソースに隣接しているグループ
内の占有されていないリソースを利用することに基づい
て、サイズを決定することにより制御することができる
。しかし、データリソースに隣接していないグループ内
の占有されていないリソースは、データ送信には利用せ
ずに無駄とする。
【選択図】図１



(2) JP 2013-502888 A 2013.1.24

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　局に制御情報を信号伝達する段階と、
　符号レートに基づきテーブルを利用してあるグループのサイズを示す段階と、
　周波数領域でデータリソースに隣接している各グループ内で占有されていないリソース
のみを利用して前記サイズを決定する段階と
　を備える方法。
【請求項２】
　前記テーブルのサイズを制限する段階を備える請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　組み合わせの数が前記テーブルのサイズを上回るかを判断する段階を備える請求項２に
記載の方法。
【請求項４】
　部分的な周波数の再利用を利用するケースと、部分的な周波数の再利用を利用しないケ
ースとを分ける段階を備える請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記部分的な周波数の再利用を利用しないケースを、それぞれ異なる符号レートを利用
する第１のケースおよび第２のケースに分ける段階を備える請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　３つの割り当て高度ＭＡＰ（Ａ－Ａ－ＭＡＰ）グループの部分的な周波数の再利用のた
めの第１の符号レートと、１つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループの再利用のための第２および第
３の符号レートとを利用する第３のケースに、前記部分的な周波数の再利用を利用するケ
ースを分ける段階を備える請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　第１の符号レートのための３つのグループの部分的な周波数の再利用と、第２および第
３の符号レートのための１つのグループの再利用とを利用する第４のケースに、前記部分
的な周波数の再利用を利用するケースを分ける段階をさらに備える請求項６に記載の方法
。
【請求項８】
　任意のケースの論理リソースユニットの総数を、前記第１、第２、第３、および第４の
ケースのそれぞれの特定のユニット数を下回るように制限する段階を備える請求項７に記
載の方法。
【請求項９】
　各ケースの各グループについて前記論理リソースユニットの総数を制限する段階を備え
る請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記論理リソースユニットの数を、前記第１のケースでは１および２に制限し、前記第
２のケースでは１および４に制限し、前記第３のケースでは１、１、および２に制限し、
第４のケースでは１、１、および４に制限する段階を備える請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　命令を格納するコンピュータ可読媒体であって、前記命令は、コンピュータにより実行
されると、
　符号レートに基づきグループのサイズを示すことで、移動局に制御情報を送信する段階
と、
　データリソースに隣接するグループ内の占有されているリソースを前記移動局がデータ
送信に利用可能であることに基づいて、前記サイズを決定する段階と、
　周波数領域でデータリソースに隣接している各グループ内で占有されていないリソース
のみを利用する段階と
　を実行させるコンピュータ可読媒体。
【請求項１２】
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　前記グループのサイズを示すためにテーブルを利用する命令をさらに格納する請求項１
１に記載のコンピュータ可読媒体。
【請求項１３】
　前記テーブルのサイズを制限する命令をさらに格納する請求項１２に記載のコンピュー
タ可読媒体。
【請求項１４】
　組み合わせの数が前記テーブルのサイズを上回るかを判断する命令をさらに格納する請
求項１３に記載のコンピュータ可読媒体。
【請求項１５】
　部分的な周波数の再利用を利用するケースと、部分的な周波数の再利用を利用しないケ
ースとに、前記制御情報を分ける命令をさらに格納する請求項１１に記載のコンピュータ
可読媒体。
【請求項１６】
　前記部分的な周波数の再利用を利用しないケースを、それぞれ異なる符号レートを利用
する第１のケースおよび第２のケースに分ける命令をさらに格納する請求項１５に記載の
コンピュータ可読媒体。
【請求項１７】
　３つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループの部分的な周波数の再利用のための第１の符号レートと
、１つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループの再利用のための第２および第３の符号レートとを利用
する第３のケースに、前記部分的な周波数の再利用を利用するケースを分ける命令をさら
に格納する請求項１６に記載のコンピュータ可読媒体。
【請求項１８】
　第１の符号レートのための３つのグループの部分的な周波数の再利用と、第２および第
３の符号レートのための１つのグループの再利用とを利用する第４のケースに、前記部分
的な周波数の再利用を利用するケースを分ける命令をさらに格納する請求項１７に記載の
コンピュータ可読媒体。
【請求項１９】
　任意のケースの論理リソースユニットの総数を、前記第１、第２、第３、および第４の
ケースのそれぞれの特定のユニット数を下回るように制限する命令をさらに格納する請求
項１８に記載のコンピュータ可読媒体。
【請求項２０】
　各ケースの各グループについて前記論理リソースユニットの数を制限して、前記論理リ
ソースユニットの数を、前記第１のケースでは１および２に制限し、前記第２のケースで
は１および４に制限し、前記第３のケースでは１、１、および２に制限し、第４のケース
では１、１、および４に制限する命令をさらに格納する請求項１９に記載のコンピュータ
可読媒体。
【請求項２１】
　トランシーバと、
　前記トランシーバに連結されているコントローラと
　を備え、
　制御情報を移動局に送信して、符号レートに基づいてグループのサイズを示し、周波数
領域でデータリソースに隣接している各グループ内で占有されていないリソースのみを利
用して前記サイズを決定する基地局。
【請求項２２】
　テーブルのサイズを２５６に制限する命令を格納するストレージをさらに備える請求項
２１に記載の基地局。
【請求項２３】
　複数のケースを、部分的な周波数の再利用を利用するケースと、部分的な周波数の再利
用を利用しないケースとに分けることにより、前記グループのサイズを示すためのテーブ
ルを作成する請求項２１に記載の基地局。
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【請求項２４】
　さらに、前記部分的な周波数の再利用を利用しないケースを、それぞれ異なる符号レー
トを利用する第１のケースおよび第２のケースに分ける請求項２３に記載の基地局。
【請求項２５】
　３つの割り当て高度ＭＡＰグループの部分的な周波数の再利用のための第１の符号レー
トと、１つの割り当て高度ＭＡＰグループの再利用のための第２および第３の符号レート
とを利用する第３のケースと、第１の符号レートのための３つのグループの部分的な周波
数の再利用と、第２および第３の符号レートのための１つのグループの再利用とを利用す
る第４のケースとに、前記部分的な周波数の再利用を利用するケースを分ける請求項２４
に記載の基地局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は概して、基地局と移動局との間の無線通信に係る。
【背景技術】
【０００２】
　基地局から移動局へのデータ送信には、リソース割り当て、ハイブリッド自動再送要求
（ＨＡＲＱ）等の制御信号を送信するために、割り当て高度ＭＡＰ（assignment-advance
d-MAP：Ａ－Ａ－ＭＡＰ）が利用されている。Ａ－Ａ－ＭＡＰは、様々な符号レートでの
エンコードが可能である。例えば、１／２、１／４、または１／８の符号レートは、それ
ぞれ異なるＡ－ＭＡＰ論理リソースユニット（ＭＬＲＵ）サイズを利用することができる
。
【０００３】
　従って、Ａ－Ａ－ＭＡＰは、それぞれ異なるＭＬＲＵサイズの別個のグループへと分け
ることができる。例えば、グループ１を、１／２レートに利用して、グループ２を１／４
レートに利用して、グループ３を１／８レートに利用する、といったことができる。これ
により各グループは、それぞれ異なる移動局が利用するＭＬＲＵサイズを複数有すること
ができるが、これを、各グループのグループサイズと称する。例えば、グループ１のグル
ープサイズは１０ＭＬＲＵとなる。
【図面の簡単な説明】
【０００４】
【図１】一実施形態のアーキテクチャを示す。
【図２】一実施形態における図１に示す実施形態に関するフローチャートである。
【図３】一実施形態における、非ユーザ固有のＡ－ＭＡＰについての時間領域と周波数領
域との関係を表すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【０００５】
　図１を参照すると、一実施形態の無線システム１０が、直交周波数分割多重接続（ＯＦ
ＤＭＡ）通信システムである一例が示されている。基地局１２は、非ユーザ固有の高度マ
ップ（Ａ－ＭＡＰ）情報エレメント（ＩＥ）におけるＡ－Ａ－ＭＡＰグループサイズを、
高度移動局（ＡＭＳ）２１に信号により伝える高度基地局（ＡＢＳ）であってよい。次に
、高度移動局２１は、自身のＡ－ＭＡＰを、高度基地局１２から非ユーザ固有のＡ－ＭＡ
Ｐ　ＩＥで受信したＡ－Ａ－ＭＡＰグループサイズに従ってブラインド検出する。
【０００６】
　基地局１２は無線トランシーバ１４を含む。プロセッサまたはマイクロコントローラ等
のコントローラ１６には、トランシーバ１４が連結されている。コントローラには、スト
レージ１８も連結されている。ストレージは、一例としては半導体メモリであってよい。
ストレージ１８は、一部の実施形態では、命令シーケンス２０を格納してよい。
【０００７】
　移動局２１は、基地局と無線通信を行う。移動局も、コントローラ２４に連結されたト
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ランシーバ２２を含んでよい。そしてコントローラ２４がストレージ２６に連結されてい
てよい。
【０００８】
　一部の実施形態は、ＯＦＤＭＡ無線通信規格ＩＥＥＥ８０２．１６ｍに関しての記載と
なっている。ニューヨーク州１００１６ニューヨークのＩＥＥＥ（アイトリプルイー）か
ら入手可能な、Ｐ８０２．１６ｍ／Ｄ１高度エアインタフェース（一次ドラフト）２００
９年７月３１日を参照のこと。ここで提唱されている規格では、情報は、変調されてから
システム帯域幅内に広がる複数の直交サブキャリア上に送信される。高度基地局１２は、
制御情報（例えばリソースユニット、ＨＡＲＱ等）を、Ａ－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥを使って高
度移動局２１に信号で伝え、このＡ－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥは、別個またはグループ化された
エンコーディングであり、全ての高度移動局にブロードキャストされる。
【０００９】
　ＱＰＳＫ（quadrature phase shift keying：四位相偏移変調）の１／２、１／４符号
レート｛１／２、１／４｝またはＱＰＳＫ｛１／２、１／８｝が、ＩＥＥＥ８０２．１６
ｍのＡ－Ａ－ＭＡＰ変調および符号スキーム（ＭＣＳ）セットとして許可されている。Ａ
－Ａ－ＭＡＰは、ＭＣＳおよびＡ－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥサイズに基づいて１つのグループに
まとめられる。各Ａ－Ａ－ＭＡＰグループのサイズは、非ユーザ固有のＡ－ＭＡＰ　ＩＥ
に示されており、ＡＭＳのＡ－Ａ－ＭＡＰのブラインド検出を促すことができる。
【００１０】
　一部の実施形態で、Ａ－Ａ－ＭＡＰグループサイズの情報テーブルは、以下の設計を考
慮することで、非ユーザ固有Ａ－ＭＡＰ　ＩＥに生成することができる。１つのＡ－Ａ－
ＭＡＰ　ＩＥサイズをサポートしている。ＭＣＳセットおよび部分的な周波数の再利用（
ＦＦＲ）設定が利用できる前提で、単一のテーブルを全てのシステム帯域幅で利用するこ
とができる。１サブフレームでＡ－Ａ－ＭＡＰに利用されるＭＬＲＵの最大数は、１つの
サブフレームについて４８であり、これは、２０ＭＨｚの帯域幅におけるサブフレームリ
ソースのせいぜい２９．１７％（＝（４８＊５６／９６）／９６）である。各ＭＬＲＵは
、５６個のサブキャリアを有しており、ＬＲＵの最大数は、２０ＭＨｚの帯域幅において
９６である。全Ａ－Ａ－ＭＡＰ　ＩＥの最大数は、どの場合にも３２に制限されている。
【００１１】
　４つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループサイズの情報テーブルを利用する一実施形態を以下に示
す。ＱＰＳＫ｛１／２、１／４｝を非ＦＦＲのケースに利用する場合をケース１と称する
と、２つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループが利用される。各グループの最小リソースユニットは
それぞれ１ＭＬＲＵおよび２ＭＬＲＵである（つまり、（１、２）ＭＬＲＵ））。ＱＰＳ
Ｋ｛１／２、１／８｝を非ＦＦＲのケースに利用する場合をケース２と称すると、２つの
Ａ－Ａ－ＭＡＰグループが利用される。各グループの最小リソースユニットはそれぞれ１
ＭＬＲＵおよび４ＭＬＲＵである（つまり、（１、４）ＭＬＲＵ））。ＦＦＲを利用する
ケース３では、３Ａ－Ａ－ＭＡＰグループのＦＦＲを再利用するためにＱＰＳＫ｛１／２
｝を利用して、１Ａ－Ａ－ＭＡＰグループを再利用するためにＱＰＳＫ｛１／２、１／４
｝を利用しており、３つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループが利用される。各グループの最小リソ
ースユニットはそれぞれ１、１および２ＭＬＲＵである（つまり、（１、１、２）ＭＬＲ
Ｕ））。ＦＦＲを利用するケース４では、３Ａ－Ａ－ＭＡＰグループのＦＦＲを再利用す
るためにＱＰＳＫ｛１／２｝を利用して、１Ａ－Ａ－ＭＡＰグループの再利用にはＱＰＳ
Ｋ｛１／２、１／８｝を利用しており、３つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループが利用される。各
グループの最小リソースユニットはそれぞれ１、１および４ＭＬＲＵである（つまり、（
１、１、４）ＭＬＲＵ））。
【００１２】
　一実施形態では、８ビットのルックアップテーブルをＡ－Ａ－ＭＡＰグループサイズ情
報に利用することで、非ユーザ固有の信号伝達オーバヘッドを合理的な範囲に収めること
ができる。しかしこうするためには、一部、グループサイズの組み合わせを除去する必要
がある。一部の実施形態では、以下の２つのポイントを考慮に入れて、グループサイズの
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Ａ－ＭＡＰグループで占有されていないリソースを、ＡＢＳのデータ送信に利用する、と
いうものである。こうすると、リソースは無駄にならないが、ブラインド検出が必要とな
る。
【００１３】
　図３を参照すると、時間領域と周波数領域との間のグラフが示されており、Ａ－Ａ－Ｍ
ＡＰグループ１は周波数領域でデータリソースに隣接していないが、Ａ－Ａ－ＭＡＰグル
ープ２は、周波数領域でデータリソースに隣接している。第２のポイントは、データリソ
ースに隣接していないＡ－Ａ－ＭＡＰグループの占有されていないリソースは、データ送
信では利用不可能なので、無駄とならない、ということである。この設計により、一部の
実施形態では、システム効率のためのリソースの無駄が最小限に抑えられるので、好適で
ある。
【００１４】
　一部の実施形態では、よりロバストなＭＣＳを有するＡ－Ａ－ＭＡＰグループを、あま
りロバストではないＭＣＳを利用するＡ－Ａ－ＭＡＰグループの前に配置することができ
る。よりロバストなＭＣＳを有するグループの正確なサイズは可能なかぎり信号で伝えて
、リソースの無駄を最小限に抑える。この理由は以下の通りである。よりロバストなＭＣ
Ｓを利用する各ＩＥはより多くのリソースを必要とするので、よりロバストなＭＣＳの最
大グループサイズは、リソース量が固定されているとすると、小さくなる。従って、より
ロバストなＭＣＳを利用するＡ－Ａ－ＭＡＰグループの正確なサイズを信号により伝えて
も、大きな信号伝達のオーバヘッドとはならない。他方で、あまりロバストではないＭＣ
Ｓのグループは、より大きなサイズの組み合わせに貢献している。グループの正確なサイ
ズをあまりロバストではないＭＣＳを利用して信号で伝えない場合、多くの組み合わせを
除去することができる。あまりロバストではないグループはよりロバストなグループに後
続しており、データリソースに隣接しているので、組み合わせを除去してもリソースの無
駄を増やすことにはならない。
【００１５】
　表１は、５、１０（７および８．７５ＭＨｚ）、２０ＭＨｚのシステム帯域幅それぞれ
についてＡ－Ａ－ＭＡＰのＭＬＲＵの総数が１２、２４、および４８であると想定した場
合の、可能性のあるグループサイズの組み合わせ数と、各組み合わせを信号で伝えるため
に必要なビット数とをリストにしたものである。Ａ－Ａ－ＭＡＰグループサイズ情報の信
号伝達オーバヘッドは、非制約Ａ－Ａ－ＭＡＰリソース情報について１４ビット程度にも
のある。一部の組み合わせの除去は、Ａ－Ａ－ＭＡＰリソース情報の信号伝達のオーバヘ
ッドを低減させるという意味で好適である。
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【表１】

【００１６】
　非ユーザ固有のＡ－ＭＡＰ　ＩＥのＡ－Ａ－ＭＡＰグループサイズ情報の信号伝達オー
バヘッドを低減させるために、一部の実施形態では幾つかの制約を設けることができる。
８ビットの信号伝達オーバヘッドのみを非ユーザ固有Ａ－ＭＡＰ　ＩＥのＡ－Ａ―ＭＡＰ
リソース割り当て情報に利用しているが、これは、Ａ－Ａ－ＭＡＰについてＭＬＲＵの幾
つかの組み合わせを除去する必要があることを意味している。Ａ－Ａ－ＭＡＰ領域のデー
タ送信に隣接していない占有されていないリソースは無駄となる。データリソースに隣接
しているＡ－Ａ－ＭＡＰグループ内の占有されていないリソースは、ＡＢＳによるデータ
送信に利用することができる。
【００１７】
　以下の説明では、一実施形態における４つのケースを説明する。ケース１および２は非
ＦＦＲのケースであり、ケース３および４はＦＦＲのケースである。
【００１８】
　ケース１では、ＱＰＳＫ{１／２、１／４}を利用する非ＦＦＲ　Ａ－Ａ－ＭＡＰを利用
しており、リソースの無駄を低減させるためのＡ－Ａ－ＭＡＰのリソース割り当て情報は
、Ｎｔｏｔａｌ＝（２＊Ｎ１＋Ｎ２）≦４８で表すことができる。ここで、Ｎｔｏｔａｌ
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（０≦Ｎｔｏｔａｌ≦４８）は、Ａ－Ａ－ＭＡＰのＭＬＲＵ総数であり、Ｎ１（０≦Ｎ１

≦２４）は、グループ１でＱＰＳＫ１／４を利用するＡ－Ａ－ＭＡＰの数であり、Ｎ２（
０≦Ｎ２≦４８）は、グループ２でＱＰＳＫ１／２を利用するＡ－Ａ－ＭＡＰの数である
。無駄を低減するための第１の法則は、Ｎ１を０から２４のＭＬＲＵからの粒度、つまり
、「０：１：２４」として（つまり、０から２４のＭＬＲＵの間に除去する粒度がない）
、Ｎ２を「０：１：４８」とすることである。残りの組み合わせの総数は６２５であり、
これでもまだ８ビットの信号伝達オーバヘッドの要件より大きい。以下は、第２の組み合
わせ除去処理である。２４までのＭＬＲＵの組み合わせは、５、７、８．７５および１０
ＭＨｚ帯域幅を考慮に入れて維持することができ、これは約１６９である。２５から４８
までのＭＬＲＵの組み合わせは、一実施形態では２段階で除去することができる。まず、
ＩＥの最大数を３２までとして、残りの組み合わせの数を３２０に低減するが、これでも
まだ８７（＝２５６－１６９）よりも大きい。第２に、上述した３２０の組み合わせをさ
らに８７にまで減らす（Δ＝３２０／［３２０－（２５６－１６９）］＝１．３７３４）
。ここでΔは、除去ステップである。組み合わせの除去は、新たなインデックス１から始
めて、Δの組み合わせ毎に均一に行う。以下は、除去する組み合わせのインデックスであ
る。1,2,4,5,6,8,9,10,12,13,15,16,17,19,20,21,23,24,26,27,28,30,31,32,34,35,37,38
,39,41,42,43,45,46,48,49,50,52,53,54,56,57,59,60,61,63,64,65,67,68,70,71,72,74,7
5,76,78,79,81,82,83,85,86,87,89,90,92,93,94,96,97,98,100,101,103,104,105,107,108
,109,111,112,113,115,116,118,119,120,122,123,124,126,127,129,130,131,133,134,135
,137,138,140,141,142,144,145,146,148,149,151,152,153,155,156,157,159,160,162,163
,164,166,167,168,170,171,173,174,175,177,178,179,181,182,184,185,186,188,189,190
,192,193,195,196,197,199,200,201,203,204,206,207,208,210,211,212,214,215,216,218
,219,221,222,223,225,226,227,229,230,232,233,234,236,237,238,240,241,243,244,245
,247,248,249,251,252,254,255,256,258,259,260,262,263,265,266,267,269,270,271,273
,274,276,277,278,280,281,282,284,285,287,288,289,291,292,293,295,296,298,299,300
,302,303,304,306,307,309,310,311,313,314,315,317,318,319.
【００１９】
　ケース２では、ＱＰＳＫ{１／２、１／８}を利用する非ＦＦＲのＡ－Ａ－ＭＡＰを利用
しており、リソースの無駄を低減させるためのＡ－Ａ－ＭＡＰのリソース割り当て情報の
生成は、Ｎｔｏｔａｌ＝（４＊Ｎ１＋Ｎ２）≦４８で表すことができる。ここで、Ｎｔｏ

ｔａｌ（０≦Ｎｔｏｔａｌ≦４８）は、Ａ－Ａ－ＭＡＰのＭＬＲＵ総数であり、Ｎ１（０
≦Ｎ１≦１２）は、グループ１でＱＰＳＫ{１／８}を利用するＡ－Ａ－ＭＡＰの数であり
、Ｎ２（０≦Ｎ２≦４８）は、グループ２でＱＰＳＫ{１／２}を利用するＡ－Ａ－ＭＡＰ
の数である。
【００２０】
　グループ１はデータ送信に隣接しておらず、グループ２はデータ送信に隣接している。
従ってグループ１で占有されていないＭＬＲＵが無駄となる。無駄をなるべく低減させる
ために、Ｎ１を「０：１：１２」として、Ｎ２を「０：１：４８」とすることで組み合わ
せを除去する、という第１の法則を適用する。残りの組み合わせの総数を３２５にまで低
減するが、これでもまだ８ビットという信号伝達オーバヘッドの要件より大きい。
【００２１】
　次に、第２の組み合わせ除去処理を説明する。２４までのＭＬＲＵの組み合わせは、５
、７、８．７５および１０ＭＨｚ帯域幅を考慮に入れて維持することができ、これは約９
１である。
【００２２】
　２５から４８までのＭＬＲＵの組み合わせは、一実施形態では２段階で除去することが
できる。まず、ＩＥの最大数を３２までとして、残りの組み合わせの数を１８３に低減す
るが、これでもまだ１６５（＝２５６－９１）よりも大きい。第２に、上述した１８３の
組み合わせをさらに１６５にまで減らす（Δ＝１８３／［１８３－（２５６－９１）］＝
１０．１６６７）。ここでΔは、除去ステップである。組み合わせの除去は、新たなイン
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デックス１から始めて、Δの組み合わせ毎に均一に行う。以下は、除去する組み合わせの
インデックスである。10,20,30,40,50,61,71,81,91,101,111, 121,132,142,152,162,172,
182.
【００２３】
　ケース３では、ＱＰＳＫ{１／２}を利用する３Ａ－Ａ－ＭＡＰグループのＦＦＲ再利用
を行い、ＱＰＳＫ｛１／２、１／８｝を利用する１Ａ－Ａ―ＭＡＰグループのＦＦＲ再利
用を行っており、リソースの無駄を低減させるためのＡ－Ａ－ＭＡＰのリソース割り当て
情報の生成は、Ｎｔｏｔａｌ＝（４＊Ｎ１＋Ｎ２＋Ｎ３）≦４８で表すことができる。こ
こで、Ｎｔｏｔａｌ（０≦Ｎｔｏｔａｌ≦４８）は、Ａ－Ａ－ＭＡＰのＭＬＲＵ総数であ
り、Ｎ１（０≦Ｎ１≦１２）は、グループ１でＱＰＳＫ１／８を利用する１Ａ－Ａ－ＭＡ
ＰのＦＦＲ再利用数であり、Ｎ２（０≦Ｎ２≦４８）は、グループ２でＱＰＳＫ１／２を
利用する１Ａ－Ａ－ＭＡＰのＦＦＲ再利用数であり、Ｎ３（０≦Ｎ３≦４８）は、グルー
プ３でＱＰＳＫ１／２を利用する３Ａ－Ａ－ＭＡＰのＦＦＲ再利用数である。
【００２４】
　グループ１はＦＦＲ再利用１のデータ送信に隣接しておらず、グループ２は、ＦＦＲ再
利用１のデータ送信に隣接しており、グループ３は、ＦＦＲ再利用３のデータ送信に隣接
している。従ってグループ１で占有されていないＭＬＲＵが無駄となる。無駄をなるべく
低減させるために、Ｎ１を「０：１：１２」として、Ｎ２を「０：４：４８」として、Ｎ

３を「０：４：４８」とすることで組み合わせを除去する、という第１の法則を適用する
。残りの組み合わせの総数を４５５にまで低減するが、これでもまだ８ビットという信号
伝達オーバヘッドの要件より大きい。
【００２５】
　以下は、第２の組み合わせ除去処理である。２４までのＭＬＲＵの組み合わせは、５、
７、８．７５および１０ＭＨｚ帯域幅を考慮に入れて維持することができ、これは約８４
である。２５から４８という、ＭＬＲＵの一部の組み合わせは、一実施形態では２段階で
除去することができる。まず、ＩＥの最大数を３２までとして、残りの組み合わせの数を
２１７に低減するが、これでもまだ１７２（＝２５６－８４）よりも大きい。第２に、上
述した２１７の組み合わせをさらに１７２にまで減らす（Δ＝２１７／［２１７－（２５
６－８４）］＝４．８２２２）。ここでΔは、除去ステップである。組み合わせの除去は
、新たなインデックス１から始めて、Δの組み合わせ毎に均一に行う。以下は、除去する
組み合わせインデックスである。4,9,14,19,24,28,33,38,43,48,53,57,62,67,72,77,81,8
6,91,96,101,106,110,115,120,125,130,135,139,144,149,154,159,163,168,173,178,183,
188,192,197,202,207,212,216.
【００２６】
　ケース４では、ＱＰＳＫ{１／２}を利用する３Ａ－Ａ－ＭＡＰのＦＦＲ再利用を行い、
ＱＰＳＫ｛１／２、１／４｝を利用する１Ａ－Ａ―ＭＡＰグループの再利用を行っており
、リソースの無駄を低減させるためのＡ－Ａ－ＭＡＰのリソース割り当て情報は、Ｎｔｏ

ｔａｌ＝（２＊Ｎ１＋Ｎ２＋Ｎ３）≦４８で表すことができる。ここで、Ｎｔｏｔａｌ（
０≦Ｎｔｏｔａｌ≦４８）は、Ａ－Ａ－ＭＡＰのＭＬＲＵ総数であり、Ｎ１（０≦Ｎ１≦
２４）は、ＱＰＳＫ１／４を利用するグループ１におけるＡ－Ａ－ＭＡＰのＦＦＲ再利用
数１であり、Ｎ２（０≦Ｎ２≦４８）は、ＱＰＳＫ１／２を利用するグループ２における
Ａ－Ａ－ＭＡＰのＦＦＲ再利用数１であり、Ｎ３（０≦Ｎ３≦４８）は、ＱＰＳＫ１／２
を利用するグループ３におけるＡ－Ａ－ＭＡＰのＦＦＲ再利用数３である。
【００２７】
　グループ１はＦＦＲ再利用１のデータ送信に隣接しておらず、グループ２は、ＦＦＲ再
利用１のデータ送信に隣接しており、グループ３は、ＦＦＲ再利用３のデータ送信に隣接
している。従ってグループ１で占有されていないＭＬＲＵが無駄となる。無駄をなるべく
低減させるために、Ｎ１を「０：１：２４」として、Ｎ２を「０：５：４８」として、Ｎ

３を「０：５：４８」とすることで組み合わせを除去する、という第１の法則を適用する
。残りの組み合わせの総数を５３５にまで低減するが、これでもまだ８ビットという信号
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伝達オーバヘッドの要件より大きい。以下は、第２の組み合わせ除去処理である。
【００２８】
　２４までのＭＬＲＵの組み合わせは、５、７、８．７５および１０ＭＨｚ帯域幅を考慮
に入れて維持することができ、これは約９２である。２５から４８までのＭＬＲＵの組み
合わせは、一実施形態では２段階で除去することができる。まず、ＩＥの最大数を３２ま
でとして、残りの組み合わせの数を２３９に低減するが、これでもまだ１６４（＝２５６
－９２）よりも大きい。第２に、上述した２３９の組み合わせをさらに１６４にまで減ら
す（Δ＝２３９／［２３９－（２５６－９２）］＝３．１８６７）。ここでΔは、除去ス
テップである。組み合わせの除去は、新たなインデックス１から始めて、Δの組み合わせ
毎に均一に行う。以下は、除去する組み合わせインデックスである。3,6,9,12,15,19,22,
25,28,31,35,38,41,44,47,50,54,57,60,63,66,70,73,76,79,82,86,89,92,95,98,101,105,
108,111,114,117,121,124,127,130,133,137,140,143,146,149,152,156,159,162,165,168,
172,175,178,181,184,188,191,194,197,200,203,207,210,213,216,219,223,226,229,232,
235,238.
【００２９】
　非ユーザ固有Ａ－ＭＡＰ　ＩＥのＡ－Ａ－ＭＡＰリソース割り当て情報は、既にＡ－Ａ
－ＭＡＰリソース割り当ての幾つかの組み合わせを除去することで達成されており、これ
は、以下のように表すことができる。　ＱＰＳＫ｛１／４｝を利用する非ＦＦＲグループ
１、ＱＰＳＫ｛１／２｝を利用するグループ２；
　ＱＰＳＫ｛１／８｝を利用する非ＦＦＲグループ１、ＱＰＳＫ｛１／２｝を利用するグ
ループ２；
　ＱＰＳＫ｛１／８｝を利用するＦＦＲグループ１、ＱＰＳＫ｛１／２｝を利用するグル
ープ２、ＱＰＳＫ｛１／２｝を利用するグループ３；
　ＱＰＳＫ｛１／４｝を利用するＦＦＲグループ１、ＱＰＳＫ｛１／２｝を利用するグル
ープ２、ＱＰＳＫ｛１／２｝を利用するグループ３。
【００３０】
　各割り当てＡ－ＭＡＰグループの割り当てＡ－ＭＡＰは、非ユーザ固有Ａ－ＭＡＰを通
じて信号伝達される。２つのＭＣＳレベルを利用する２つの割り当てＡ－ＭＡＰグループ
がＡ－ＭＡＰ領域に存在する場合、よりロバストなＭＣＳを利用する割り当てＡ－ＭＡＰ
グループが先ず割り当てられ、次に、あまりロバストではないＭＣＳを利用する割り当て
Ａ－ＭＡＰグループが割り当てられる。
【００３１】
　以下に示す表２、３、４、および５は、各割り当てＡ－ＭＡＰグループの割り当てＡ－
ＭＡＰの数のインデックスを示している。表はそれぞれ、特定の割り当てＡ－ＭＡＰ　Ｍ
ＣＳセットおよびＦＦＲ設定に利用される。各割り当てＡ－ＭＡＰグループにおける割り
当てＡ－ＭＡＰの実際の数を、表２から５のインデックスが示す数以下にすることができ
る。
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【表３】
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【表４－２】
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【表５－１】
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【表５－２】

【００３２】
　図２のシーケンス２０は、ソフトウェア、ファームウェア、またはハードウェアで実装
することができる。ソフトウェア実装の実施形態では、シーケンス２０は、半導体、光学
または磁気メモリ等のコンピュータ可読媒体に格納されている命令により実装されてよい
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例えば一実施形態では、シーケンス２０を構成する命令は、図１に示すように基地局１２
のストレージ１８に格納されてよい。次いでこれら命令はコントローラ１６により実行さ
れてよい。
【００３３】
　図２では、まずブロック３０で、テーブルサイズを２５６に等しく設定する。ＡＡ－Ｍ
ＡＰグループの場合は、ケース１では「１、２」ＭＬＲＵに設定して、ケース２では「１
、４」ＭＬＲＵに設定して、ケース３では「１、１、２」ＭＬＲＵに設定して、ケース４
では「１、１、４」ＭＬＲＵに設定する。各グループの場合の最大ＭＬＲＵは、５ＭＨｚ
、７／８．７５／１０ＭＨｚ、２０ＭＨｚについてそれぞれ、１２、２４、および４８で
ある。
【００３４】
　次いでブロック３２で、４つのケースそれぞれの第１の法則に則って、全てのＡ－Ａ－
ＭＡＰの場合の全ての組み合わせを、ＭＬＲＵの０から４８までについて生成する。つま
り、ＱＰＳＫ{１／２、１／４}を利用する非ＦＦＲ　Ａ－Ａ－ＭＡＰを利用するケース１
では、第１の法則でＮ１が「０：１：２４」であってよく、Ｎ２が「０：１：４８」であ
ってよい。ＱＰＳＫ{１／２、１／８}を利用する非ＦＦＲ　Ａ－Ａ－ＭＡＰを利用するケ
ース２では、第１の法則でＮ１が「０：１：１２」であってよく、Ｎ２が「０：１：４８
」であってよい。ＱＰＳＫ{１／２}を利用する３Ａ－Ａ－ＭＡＰグループのＦＦＲ再利用
およびＱＰＳＫ{１／２、１／８}を利用する１Ａ－Ａ－ＭＡＰグループのＦＦＲ再利用を
するケース３では、第１の法則でＮ１が「０：１：１２」であってよく、Ｎ２が「０：４
：４８」であってよく、Ｎ３が「０：４：４８」であってよい。ＱＰＳＫ{１／２}を利用
する３Ａ－Ａ－ＭＡＰグループのＦＦＲ再利用およびＱＰＳＫ{１／２、１／４}を利用す
る１Ａ－Ａ－ＭＡＰグループの再利用をするケース４では、Ｎ１が「０：１：２４」であ
ってよく、Ｎ２が「０：５：４８」であってよく、Ｎ３が「０：５：４８」であってよい
。
【００３５】
　そしてダイアモンド３４で、上述したように決定した組み合わせが、要求されているテ
ーブルサイズ２５６より大きいかを判断する。大きくない場合には、処理が完了する。
【００３６】
　大きい場合には、ブロック３６で、第２の組み合わせ除去法則を適用する。つまり、２
４までのＭＬＲＵの全ての組み合わせを維持して、２５から４８までのＭＬＲＵの組み合
わせを除去する。
【００３７】
　最後にブロック３８で、テーブルの結果を、ＭＬＲＵ０から４８という異なるＡ－Ａ－
ＭＡＰグループのケースについて取得する。
【００３８】
　本明細書全体で、「一実施形態」「１つの実施形態」といった言い回しは、その実施形
態との関連で記載されている特定の特徴、構造、または特性が、本発明に含まれる少なく
とも１つの実装例に含まれることを意味している。従って、「一実施形態」「１つの実施
形態」という言い回しが使われていても、これらが必ずしも同じ実施形態のことを言及し
ているわけではない。さらに、特定の特徴、構造、または特性は、記載された特定の実施
形態以外の適切な形態で実装することもでき、これら全ての形態が本願の請求項の範囲に
含まれることが意図されている。
【００３９】
　本発明は、限られた数の実施形態について記載されてきたが、当業者は、数多くの変形
例および変更例を想到する。添付請求項は、これら全ての変形例および変更例を本発明の
精神および範囲に含めることを意図して記載されている。
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【手続補正書】
【提出日】平成24年3月26日(2012.3.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　局に制御情報を信号伝達する段階と、
　符号レートに基づきテーブルを利用してあるグループのサイズを示す段階と、
　周波数領域でデータリソースに隣接している各グループ内で占有されていないリソース
のみを利用して前記サイズを決定する段階と
　を備える方法。
【請求項２】
　前記テーブルのサイズを制限する段階を備える請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　組み合わせの数が前記テーブルのサイズを上回るかを判断する段階を備える請求項２に
記載の方法。
【請求項４】
　部分的な周波数の再利用を利用するケースと、部分的な周波数の再利用を利用しないケ
ースとを分ける段階を備える請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記部分的な周波数の再利用を利用しないケースを、それぞれ異なる符号レートを利用
する第１のケースおよび第２のケースに分ける段階を備える請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　３つの割り当て高度ＭＡＰ（Ａ－Ａ－ＭＡＰ）グループの部分的な周波数の再利用のた
めの第１の符号レートと、１つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループの再利用のための第２および第
３の符号レートとを利用する第３のケースに、前記部分的な周波数の再利用を利用するケ
ースを分ける段階を備える請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　第１の符号レートのための３つのグループの部分的な周波数の再利用と、第２および第
３の符号レートのための１つのグループの再利用とを利用する第４のケースに、前記部分
的な周波数の再利用を利用するケースを分ける段階をさらに備える請求項６に記載の方法
。
【請求項８】
　任意のケースの論理リソースユニットの総数を、前記第１、第２、第３、および第４の
ケースのそれぞれの特定のユニット数を下回るように制限する段階を備える請求項７に記
載の方法。
【請求項９】
　各ケースの各グループについて前記論理リソースユニットの総数を制限する段階を備え
る請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記論理リソースユニットの数を、前記第１のケースでは１および２に制限し、前記第
２のケースでは１および４に制限し、前記第３のケースでは１、１、および２に制限し、
第４のケースでは１、１、および４に制限する段階を備える請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　コンピュータに、
　符号レートに基づきグループのサイズを示すことで、移動局に制御情報を送信する段階
と、
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　データリソースに隣接するグループ内の占有されているリソースを前記移動局がデータ
送信に利用可能であることに基づいて、前記サイズを決定する段階と、
　周波数領域でデータリソースに隣接している各グループ内で占有されていないリソース
のみを利用する段階と
　を実行させるためのプログラム。
【請求項１２】
　前記グループのサイズを示すためにテーブルを利用する段階をさらに実行させる請求項
１１に記載のプログラム。
【請求項１３】
　前記テーブルのサイズを制限する段階をさらに実行させる請求項１２に記載のプログラ
ム。
【請求項１４】
　組み合わせの数が前記テーブルのサイズを上回るかを判断する段階をさらに実行させる
請求項１３に記載のプログラム。
【請求項１５】
　部分的な周波数の再利用を利用するケースと、部分的な周波数の再利用を利用しないケ
ースとに、前記制御情報を分ける段階をさらに実行させる請求項１１に記載のプログラム
。
【請求項１６】
　前記部分的な周波数の再利用を利用しないケースを、それぞれ異なる符号レートを利用
する第１のケースおよび第２のケースに分ける段階をさらに実行させる請求項１５に記載
のプログラム。
【請求項１７】
　３つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループの部分的な周波数の再利用のための第１の符号レートと
、１つのＡ－Ａ－ＭＡＰグループの再利用のための第２および第３の符号レートとを利用
する第３のケースに、前記部分的な周波数の再利用を利用するケースを分ける段階をさら
に実行させる請求項１６に記載のプログラム。
【請求項１８】
　第１の符号レートのための３つのグループの部分的な周波数の再利用と、第２および第
３の符号レートのための１つのグループの再利用とを利用する第４のケースに、前記部分
的な周波数の再利用を利用するケースを分ける段階をさらに実行させる請求項１７に記載
のプログラム。
【請求項１９】
　任意のケースの論理リソースユニットの総数を、前記第１、第２、第３、および第４の
ケースのそれぞれの特定のユニット数を下回るように制限する段階をさらに実行させる請
求項１８に記載のプログラム。
【請求項２０】
　各ケースの各グループについて前記論理リソースユニットの数を制限して、前記論理リ
ソースユニットの数を、前記第１のケースでは１および２に制限し、前記第２のケースで
は１および４に制限し、前記第３のケースでは１、１、および２に制限し、第４のケース
では１、１、および４に制限する段階をさらに実行させる請求項１９に記載のプログラム
。
【請求項２１】
　トランシーバと、
　前記トランシーバに連結されているコントローラと
　を備え、
　制御情報を移動局に送信して、符号レートに基づいてグループのサイズを示し、周波数
領域でデータリソースに隣接している各グループ内で占有されていないリソースのみを利
用して前記サイズを決定する基地局。
【請求項２２】
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　テーブルのサイズを２５６に制限する命令を格納するストレージをさらに備える請求項
２１に記載の基地局。
【請求項２３】
　複数のケースを、部分的な周波数の再利用を利用するケースと、部分的な周波数の再利
用を利用しないケースとに分けることにより、前記グループのサイズを示すためのテーブ
ルを作成する請求項２１に記載の基地局。
【請求項２４】
　さらに、前記部分的な周波数の再利用を利用しないケースを、それぞれ異なる符号レー
トを利用する第１のケースおよび第２のケースに分ける請求項２３に記載の基地局。
【請求項２５】
　３つの割り当て高度ＭＡＰグループの部分的な周波数の再利用のための第１の符号レー
トと、１つの割り当て高度ＭＡＰグループの再利用のための第２および第３の符号レート
とを利用する第３のケースと、第１の符号レートのための３つのグループの部分的な周波
数の再利用と、第２および第３の符号レートのための１つのグループの再利用とを利用す
る第４のケースとに、前記部分的な周波数の再利用を利用するケースを分ける請求項２４
に記載の基地局。
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